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新制度に関して葉山町で制定する各種基準の一覧 

 

区分 概要 国基準 
制定

時期 
対応案 

教育・保育施設及び 

地域型保育事業 

の運営に関する基準

（運営基準） 

○教育・保育施設（認定こ

ども園、幼稚園、保育所）

の運営基準。認可は県。 

○地域型保育事業（家庭的

保育事業、小規模保育事

業、居宅訪問型保育事業、

事業者内保育事業）の運営

基準。認可は町。 

内閣府令

第 39号 

（平成 26

年４月 30

日） 

平 成

26 年

10 月 

条例 

国基準と同

じにする。 

地域型保育事業認可

基準 

○地域型保育事業（家庭的

保育事業、小規模保育事

業、居宅訪問型保育事業、

事業所内保育事業）の認可

基準。 

○小規模保育事業には、Ａ

型・Ｂ型・Ｃ型の３タイプ

あり。 

厚生労働

省令第 61

号 

（平成 26

年４月 30

日） 

平 成

26 年

10 月 

条例 

国基準と同

じにする。 

放課後児童健全育成

事業基準 

（放課後児童クラブ

設置運営基準） 

○放課後児童健全育成事

業（放課後児童クラブ）の

設備運営基準。 

○町への届出制。 

厚生労働

省令第 63

号 

（平成 26

年４月 30

日） 

平 成

26 年

12 月 

条例 

基本的に国

基準と同じ

にするが、

町の状況を

ふまえて決

定する。 

支給認定基準 

（保育の必要性の認

定） 

○新制度の認定こども園、

幼稚園、保育所を利用する

際の認定基準。 

平成26年

５月に政

省令(案)

が出る予

定。 

平 成

26 年

10 月 

規則 

国基準と同

じにする。 

費用・利用者負担 

（保育料徴収基準） 

○新制度の認定こども園、

幼稚園、保育所の利用料。 

平成26年

５月に利

用者負担

(案)が出

る予定。 

平 成

26 年

10 月 

規則 

国基準と同

じ に す る

か、要検討。 

資料６ 



（参考） 
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子ども・子育て支援新制度 給付・事業の全体像 

 

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
給
付 

 

■ 施設型給付 

・ 認定こども園 

・ 幼稚園（３歳～就学前） 

・ 保育所（０歳～就学前） 

 

■ 地域型保育給付（主に０～３歳） 

・ 小規模保育（利用定員６人以上 19人以下） 

・ 家庭的保育（利用定員５人以下） 

・ 居宅訪問型保育 

・ 事業所内保育（地域開放型） 

 

■ 児童手当 

 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

 

・ 利用者支援事業（保育コンシェルジュなど） 

・ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター） 

・ 妊婦健康診査 

・ 乳児家庭全戸訪問事業 

・ 養育支援訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化 

 事業（その他要保護児童等の支援に資する事業） 

・ 子育て短期支援事業（ショートステイ等） 

・ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援 

事業） 

・ 一時預かり事業 

・ 延長保育事業（時間外保育） 

・ 病児（病後児）保育事業 

・ 放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

・ 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

・ 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

 

 


